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ば全国 1741 市区町村のうち、約 64%を占める 1110 市区町村において有料化政策は導入さ
れている。ごみの有料化が排出量を削減する効果やリサイクルを促進する効果を分析する











































ントシステムを実施する企業の環境 R&D や特許取得に関する決定要因を明らかにする。 
この研究では、2003 年に実施された「環境マネジメントに関する OECD 事業所調査」デ
ータを企業単位の特許データと結合して分析を行う。カウントデータである特許数を用い
るので、特許取得の意思決定要因と特許数の決定要因を推定するハードルモデルを使って
いる。第一に ISO14001 の取得が早い企業ほど環境関連 R&D 支出への投資を行う傾向にあ
ることが明らかにされた。これは Inoue ら(2013)と同様の結果を示していて、ISO の取得、
































































2000 年には循環型社会形成推進基本法が制定され、3R 活動(Reduce, Reuse, Recycle)や廃
棄物の適正処分を推進してきた。環境白書(2018)によれば、2016 年度におけるごみ総排出
量1は 4317 万トン、1 日一人あたりごみ排出量は 925g であり、2000 年をピークに減少傾
向にある。また、次頁図 2.１のように 1 日 1 人あたり総排出量は 2005 年をピークに減少
傾向にあり、廃棄物発生量の削減が進んでいるかのようにみえる。2013 年に策定された第





















































Hoeben (2010)や Erhardt (2019)、 De Jaeger ら (2012)、 Dijkgraaf and Gradus(2004)、 
Carattini ら (2018)、 Hage ら (2008)、 Usui ら (2016)、 Usui ら (2015)、 Ichinose ら 
(2015)など、自治体レベルの空間的自己相関を考慮することで、既存研究のバイアスを修正
した結果を示すとともに有料化が空間的波及効果を持ちうることを明らかにしている。特









価する可能性がある。分析期間中の 2007～2016 年の 2015 年基準消費者物価指数をみると、












































































碓井(2007)、 Usui and Takeuchi(2014) 、都築ら(2018)が挙げられる。 
碓井(2007) は 1998 年から 2002 年までの 2952 自治体を対象としたパネルデータ分析に
よる、容器包装リサイクルの費用推定を行い、処理費用の規模の経済性や分別について地域







近年の研究では、Allers and Hoeben (2010)や Erhardt (2019)、De Jaeger ら(2012)、




Allers and Hoeben(2010) や Erhardt (2019) 、 De Jaeger ら (2012) 、 Dijkgraaf and 
Gradus(2004)、Carattini ら(2018)、Hage ら(2008) がある。 
Allers and Hoeben(2010)ではごみ有料化の政策導入に関する自治体の意思決定における
内生性問題を考慮したうえで、有料化による排出削減効果が統計的に有意であるが先行研





















































𝑙𝑛𝑦 = 𝛽 + 𝛽 𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒 + 𝑋 𝛽′ + 𝛼 + 𝜏 + 𝑢      (1) 
 
従属変数として、各自治体 i の t 年における 1 日一人あたり非資源ごみ、資源ごみの対数
をとる。𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒 は 1 リットル当たりの可燃ごみ袋価格、ベクトル Xit は社会的要因のコント
ロール変数を意味する。社会的要因として、人口密度、平均世帯数、一人あたり実質平均課
税対象所得、4 歳以下人口割合、65 歳以上人口割合をそれぞれ対数化して変数として用い










ここで、(1)式同様に、各自治体 i の t 年における 1 日一人あたり非資源ごみ、資源ごみの
対数 1 リットル当たりの可燃ごみ袋価格𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒 、コントロール変数 Xit、個別効果α および
時間効果τ 、誤差項𝑢 である。(2)式の誤差項𝑢 は空間的な自己相関をもつと仮定している
ため、(3)式のような誤差項の構造をもつ。ここで、∑ ∑ 𝑤 は自治体間の近接関係を記
述するための空間重み行列であり(4)式のように表現される。行列の要素に関して、自治体
i と自治体 j が隣接しているとき、要素𝑤 が 1 を、隣接していないとき 0 をとるような行列
を行和が 1 となるように行基準化したものである。 
 
 𝑙𝑛 𝑦 = 𝛽 + 𝛽 𝑝𝑟𝑖𝑐𝑒 + 𝑋 𝛽′ + 𝛼 + 𝜏 + 𝑢      (2)  
 



















  , 𝑤 =
1     自治体 i と j が隣接している
0        その他










































表 2.1 基本統計量 













2460 0.402 0.592 0 2
可燃ごみ有料化ダミー 可燃ごみ有料化施行ダミー 2460 0.378 0.485 0 1
不燃ごみ有料化ダミー 不燃ごみ有料化施行ダミー 2460 0.253 0.453 0 1
分別数 ごみ分別数 2460 13.065 3.968 2 25
人口密度 人口密度(人/㎢) 2460 2257.53 2928.77 7.159 14370.4













2420 4.548 0.704 -0.228 5.9
ln 分別数 ごみ分別数の対数値 2460 2.516 0.346 0.693 3.219
ln 人口密度 人口密度(人/㎢)の対数値 2460 6.825 1.48 1.968 9.573




2460 14.928 0.136 14.542 15.459
4歳以上人口比 4歳以下人口割合 2460 0.038 0.008 0.011 0.063



















































和の平均が 527g、最低が 211g、最高が 964g と自治体によって差が大きいことがわかる。
資源ごみは回収していない自治体が存在するため、最小値が 0、平均値が 112g、最大値が
364g とこちらも自治体間の差が大きい。1 リットル当たりの可燃ごみ袋は平均 0.4 円、最
大 2 円となり、一般的な大袋である 45 リットルの可燃ごみ袋で考えると平均的な自治体が
一枚 18 円、最高で一枚 90 円と 5 倍の価格差がみられる。ごみの分別数について、平均的
な自治体では 13 種類程度の分別が求められるが、分別に無関心な自治体では 2 種類、逆に
分別に敏感な自治体では 25 種類の区分が要求されている。 
 
2.4. 推定結果 


























表 2.2 ごみ有料化による非資源ごみ（混合・可燃・不燃ごみ）排出量への影響 
混合・可燃・不燃ごみ


















































































(0.0982) (0.0903) (0.0983) (0.0904) (0.0961) (0.0888) (0.0962) (0.0888)
-0.1086 -0.1121 -0.1081 -0.1117 -0.0926 -0.0976 -0.0877 -0.0926
(0.0755) (0.0687) (0.0758) (0.0689) (0.0747) (0.068) (0.0751) (0.0683)
0.6011 0.5451 0.5997 0.5404 0.5831 0.5293 0.5776 0.5243

















(0.1666) (0.1525) (0.167) (0.1528) (0.1649) (0.1513) (0.1653) (0.1516)
0.0044 0.0049 0.0002 0.0004
(0.004) (0.0036) (0.0042) (0.0038)

































表 2.3 ごみ有料化による資源ごみ排出量への影響 
資源ごみ
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8)
0.0439 0.0445 0.0425 0.0422
























































(0.0613) (0.0553) (0.0614) (0.0553) (0.0614) (0.0553) (0.0614) (0.0553)
-0.1932 -0.1815 -0.1941 -0.182 -0.0429 -0.0353 -0.0456 -0.0375


































(3.0591) (2.7602) (3.0606) (2.7603) (3.0559) (2.7575) (3.0574) (2.7576)
0.4029 0.451 0.396 0.4451 0.3095 0.3558 0.3026 0.3491
(0.7653) (0.6977) (0.7661) (0.6982) (0.7655) (0.6977) (0.7663) (0.6981)
0.0006 -0.0006 0.0069 0.0059
(0.0184) (0.0166) (0.0194) (0.0174)




















































有料制を実施している自治体についてごみ袋価格の平均値（1.06 円／l）と表 2.2 の（1）～





























































































































































(0.0982) (0.09) (0.0981) (0.0902)
-0.1179 -0.1201
* -0.1096 -0.1119
(0.0755) (0.0685) (0.0757) (0.0688)
0.6979 0.6458 0.6908 0.6231









































表 2.5 ごみ有料化による資源ごみ排出量への影響：分別数による影響の違い 
資源ごみ











(0.0818) (0.0737) (0.0854) (0.0769)
0.0577 0.0513
(0.0975) (0.0876)
-0.0068 -0.0062 -0.006 -0.0055




















(0.0614) (0.0553) (0.0614) (0.0553)
-0.1616 -0.1549 -0.1571 -0.1504


















(3.0629) (2.7631) (3.0674) (2.7647)
0.3842 0.4318 0.3842 0.4335












































































































円からの価格上昇の効果）を計算すると 1 袋（40ℓ）あたり 2.39 円に設定する必要がある。








12 https:// www.env.go.jp/press/101974.html 
28 
 













着目する環境マネジメントシステム（Environmental Management System: EMS）に関する
認証制度（ISO14001）は、自主的アプローチの一つである。 




京・大阪・愛知の事業所における EMS の実施割合は 51.2%、うち ISO14001 を実施してい








 ISO14001 が環境負荷削減に与える影響に関する研究として、Arimura ら(2008)や岩田ら
(2010)などがある。Arimura ら(2008)は ISO14001 の取得が企業の環境パフォーマンス改
善効果を持ち、環境汚染物質の排出削減を行うことを明らかにしている。また、岩田ら
(2010)は ISO14001 取得が企業のトルエン排出量に関する削減効果を持つことを示してい




有効であると主張している。 Inoue ら(2013)のほかにも、EMS 導入が環境イノベーション
に与える影響に関する研究として Demirel and Kesidou(2011)や Rennings ら(2006)がある。
Demirel and Kesidou(2011)は EMS の導入が「エンド・オブ・パイプ汚染制御技術」、「統合
された、より環境低負荷生産工程」、「環境 R&D 支出」という 3 つの環境イノベーションに




(2013)は ISO14001 の取得年数を ISO14001 の習熟度の代理変数として用いて、ISO の習
熟度が環境関連 R&D 支出を促進し、研究開発への投資が増加することを明らかにしている










































ステムの 1 つである ISO14001 について説明する。第 3 節では分析に用いたデータを紹介
し、第 4 節では分析に用いる推定方法を説明する。第 5 節では、推定結果が示す ISO14001







Management Systems :EMS）という。1995 年に現在の EU で発行された Eco-Management 
Audit Scheme(EMAS)、1996 年から始まった国際規格である ISO14001 、同年環境省が策
定したエコアクション 21 などが代表的な制度として挙げられる。 











している Inoue ら(2013)は、この EMS 認証取得によって、企業は自社の生産活動の環境へ
の影響をより正確に測定することができるため、企業がさらなるイノベーションの機会を
見つける可能性があり、環境 R&D 支出を促進するかもしれないと述べている。 
 日本における EMS の導入状況について、経済産業省(2019)の「2019 年工業統計調査」
が公表している産業別事業所数（工業統計事業所数）、2020 年時点の日本適合性認定協会
（JAB）が公表している産業別 ISO14001 取得組織数（EMS 適合組織数）が下記の表 3.１
となる。産業によって ISO14001 を取得している割合には違いがあり、最も取得している比
率が高い産業は石油・石炭・ゴム・プラスチック製造業の 8.3％、続いて金属製品加工業の




表 3.1 日本における EMS 導入状況 
産業 EMS適合組織数 工業統計事業所数 比率
食品 359 44898 0.80%
繊維 143 30100 0.48%
木材・コルク 87 28868 0.30%
パルプ・紙 562 29589 1.90%
石油・石炭・ゴム・プラスチック 2663 32170 8.28%
窯業 135 16886 0.80%
金属製品加工 3280 59223 5.54%
電気機械器具 3281 70228 4.67%
輸送用機械 795 14624 5.44%
その他 137 21736 0.63%  
 
 イノベーションに関しては、実際に観測することが困難であるがゆえ、定義が広く、複






























本分析では、環境イノベーションの指標として、2004 年13から 2017 年の間に各企業が取
得した累計特許数のうち、環境問題に関連する技術区分に含まれる特許を「環境関連特許」
と定義している。知的財産研究所（Institute of Intellectual property: IIP）が公開している
「IIP Patent Database」を用いて作成した図 3.114に示すように、日本全体の傾向としては、
出願公開制度が導入された 2000 年以降の特許数は 2000 年代初頭のおよそ 45 万件をピー
クに年々減少傾向にあることがわかる。それに対して、環境関連特許は、2000 年におよそ
 
13 本研究では、2003 年に実施された「環境マネジメントに関する OECD 事業所調査」の
調査後の企業行動を測定するため、2004 年以降の特許数を把握した。 


















Inoue(2013)、Flondel(2008)、Rennings ら(2006)、Demirel and Kesidou(2011)などがあ
る。また、特許取得数を用いた研究には、Popp(2002)、Brunnermeier and Cohen(2003)




































































要因としての機能を持つか、という分析を行う研究もみられる。Inoue ら(2013)では ISO 取
得年数は環境 R&D 支出（総 R&D に占める環境 R&D 比率、総売上に占める R&D 比率の 2
つの尺度を採用）に影響を及ぼすことを示した。他にも OECD 各国を分析対象とした研究



















𝑅𝐷 = 𝛽 + 𝛽 𝐼𝑆𝑂 𝑦𝑒𝑎𝑟 + 𝛽 𝑥 + 𝑢 (1) 
𝑃𝑎𝑡𝑒𝑛𝑡 = 𝛽 + 𝛽 𝑅𝐷 + 𝛽 𝑥 + 𝑢 + 𝑣 (2) 
 
ここで、𝑅𝐷 は企業 i の環境関連 R&D 支出比（総 R&D 支出に対する環境関連 R&D 支出
の比率）、 𝑃𝑎𝑡𝑒𝑛𝑡 は企業 i の環境関連特許取得数を表しており、企業の環境活動に対する







比が 0 となる切断データ、取得特許数が 0 となるカウントデータであることに注意する必
要がある。 
0 が多い切断データを分析する際には、これまでの先行研究ではトービットモデルを用い






















従属変数𝑦 は各企業の R&D 支出及び特許数であり、R&D 支出については観測値の多く











Pr(𝑌 = 𝑦 ) =
𝑤                                                                                            , 𝑦 = 0
(1 − 𝑤 )
Γ(𝑦 + 𝛼 )
Γ(𝑦 + 1)Γ(𝛼 )
 
(1 + 𝛼𝜇 ) 𝛼 𝜇
1 − (1 + 𝛼𝜇 )
 , 𝑦 > 0   
 
 
ここでαは分散パラメータである。加えて、意思決定のダミー変数𝐷 、特許数が 0 の確率変
数𝑤 、従属変数の期待値（条件付き特許数）𝜇 が以下の式に従うと仮定する。Γ(・)はガン
マ関数、𝑧 は意思決定に関する説明変数、𝑥 は特許数に関する説明変数である。 
 
𝑙𝑜𝑔𝑖𝑡(𝑤 ) = log
𝑤
1 − 𝑤
= Σ 𝑧 𝛿  
log(𝜇 ) = Σ 𝑥 𝛽  
 
 対数尤度関数は以下のようになり、最尤法を用いてパラメータ推計する。 
𝐿𝐿 = (1 − 𝐷 ) 𝐼 log 𝑤 + 𝐼 log(1 − 𝑤 ) + log g − log 1 − (1 + 𝛼𝜇 )( )
+ 𝐷 𝑙𝑜𝑔 Pr(𝑌 = 𝑗)  
 
 ここで、g は以下の式である、 
 
𝑔 =
Γ(𝑦 + 𝛼 )
Γ(𝑦 + 1)Γ(𝛼 )
 (1 + 𝛼𝜇 ) 𝛼 𝜇  
 
3.3.2 変数 
 環境関連 R&D 支出比は、後述する「環境マネジメントに関する OECD 事業所調査」に








 環境関連特許数は 2004 年から 2017 年までの累計特許数のうち、環境に関連する特許に
限定したものである。2004 年以降の特許に限定する理由は、前述のとおり、「環境マネジメ
ントに関する OECD 事業所調査」が実施された 2003 年以降の企業の特許取得行動を捉え
るためである。環境関連特許の定義については、World Intellectual Property Organization(以






















































本分析で用いたデータは「IIP Patent Databese」、「環境マネジメントに関する OECD 事
業所調査」を組み合わせた、クロスセクションデータである。 






した後、2003 年 4 月に 4757 企業に質問票を送付、1499 企業および事業所から回答を得て
いる（32%の回答率）。本分析では、その 1499 企業のうち、本分析で用いる変数に欠落がな
い 910 企業を用いている。 
本分析に用いた 910 企業のサンプルが日本の企業全体という母集団を代表しているかを、
調査時点と同時期の 2002 年の「工業統計調査」との比較から考える。まず事業所規模の分







具製造業が 264 事業所（29.2%）、金属製品加工業が 174 事業所（19.2％）、石油・石炭製










図 3.2 事業所規模（従業員規模）分布 
 
 

















単位のデータを、各企業単位の 2004 年から 2017 年の特許数に集計した。特許が環境分野
に関連しているか否かについては、WIPO が公開している「IPC Green Inventory」と呼ば
れる、環境分野に関係する技術に関する特許区分にそって各企業の特許のうち Green 
Inventory に該当する特許のみの累計を計算した。したがって、環境関連 R&D 支出と環境
関連特許の間に関して、逆の因果が発生している可能性は少ないと考えられる。表 3.2 は本
分析に使用した被説明変数および説明変数の基本統計量である。サンプルサイズは 910、
910 事業所のうち 340 事業所が ISO を取得している。また、環境関連特許を取得している
事業所が 118 あり、うち、ISO を取得している事業所が 53 事業所、取得していない事業所
が 65 事業所となっている。環境関連 R&D 支出比は平均で 2%、企業は少ないが、R&D 支
出がすべて環境関連 R&D の企業が 3 社ある。また、特許は平均で 11 件、最大で 4707 件
と非常に企業ごとに違いが大きい。ISO 取得期間は取得してない企業が 0、早期に取得して
いる企業は 2003 年時点で 8 年が経過している。企業規模（雇用人数）も特許数同様に、6
人という小企業から 25000 人の大企業まで含まれている。操業年数も 2 年という起業すぐ
の企業から 200 年以上続いている企業まで多様である。 
 














表 3.2 基本統計量 
変数 観測数 平均 標準偏差 最小 最大
環境関連R&D支出比 910 0.023 0.101 0 1
 （環境関連R&D支出/総R&D支出）
特許数（件数） 910 11.62 165.765 0 4707
ISO取得期間(年) 910 1.441 2.151 0 8
企業規模（人） 910 266.8 920.887 6 25000
操業年数(年) 910 41.67 23.487 2 286
品質管理マネジメントシステムダミー 910 0.779 0.415 0 1
海外市場ダミー 910 0.193 0.395 0 1
競合他社ダミー 910 0.271 0.445 0 1
規制(製造技術）ダミー 910 0.243 0.429 0 1
規制（環境パフォーマンス）ダミー 910 0.654 0.476 0 1
規制(課税)ダミー 910 0.59 0.492 0 1
補助金・税制優遇ダミー 910 0.407 0.491 0 1
食品・たばこ産業ダミー 910 0.09 0.286 0 1
繊維産業ダミー 910 0.046 0.21 0 1
パルプ・紙産業ダミー 910 0.086 0.28 0 1
石油・石炭産業ダミー 910 0.146 0.353 0 1
窯業ダミー 910 0.025 0.157 0 1
金属製品加工業ダミー 910 0.191 0.393 0 1
電器機械器具産業ダミー 910 0.29 0.454 0 1





表 3.3 基本統計量（特許取得・未取得企業の比較） 
特許取得企業 特許未取得 平均の差 t値
環境関連R&D支出比 0.039 0.021 0.018 -1.263
ISO取得期間 1.873 1.376 0.497** 2.141
企業規模 407.424 245.835 161.589* -1.780
操業年数 43.000 41.471 1.529 -0.660
品質管理マネジメントシステムダミー 0.907 0.760 0.147*** 4.751
海外市場ダミー 0.271 0.182 0.089** 2.063
競合他社ダミー 0.297 0.268 0.029 0.642
規制(製造技術）ダミー 0.305 0.234 0.071 1.584
規制（環境パフォーマンス）ダミー 0.703 0.646 0.057 1.251
規制(課税)ダミー 0.636 0.583 0.052 1.093
補助金・税制優遇ダミー 0.415 0.405 0.010 0.204
食品・たばこ産業ダミー 0.017 0.101 -0.084*** -5.241
繊維産業ダミー 0.017 0.051 -0.034** -2.355
パルプ・紙産業ダミー 0.017 0.096 -0.079*** -4.976
石油・石炭産業ダミー 0.203 0.138 0.066* 1.679
窯業ダミー 0.034 0.024 0.010 0.563
金属製品加工業ダミー 0.229 0.186 0.043 1.048
電器機械器具産業ダミー 0.373 0.278 0.095** 2.004
輸送用機械産業ダミー 0.102 0.077 0.025 0.836
p<0.01:***, p<0.05:**, p<0.1:*  
 
 表 3.3 は本分析に用いたデータについて、特許の取得した企業と取得してない企業に分け











3.5.1 環境関連 R&D 支出比に関する分析結果 
表 3.4 の(1)は従属変数として環境関連 R&D の対数値を用いて、トービットモデルで推
定した結果、(2)は比較対象として OLS で推定した結果である。本研究の分析対象となる企













































































く、表 4 の結果と大きな違いは見られなかった。結果については Appendix 表 1、表 2 参
照。 
18 Cameron and Trivedi(1998)より負の二項分布回帰の平均における限界効果は𝐸[𝑦|𝑥] =
exp(𝛽 ln(𝑥 ) + 𝑋 𝛽 ) = exp (ln (𝑥 ) + 𝑋 𝛽 ) = 𝑥 exp (𝑋 𝛽 )より 𝑦 𝑥 = 𝛽 , 𝑦 𝑥 |𝑥 =
𝛽 exp (𝑋′𝛽)となる。また、ロジットモデルの限界効果はPr(𝑦 = 1) = 𝑝 = ( )
( )




























20 𝐸[𝑦|𝑑, 𝑋 ] = exp (𝛽 𝑑 + 𝑋 𝛽  )より 𝑦 𝑑 = 1, 𝑋




= exp (𝛽 )となる。 
48 
 
表 3.5 環境関連 R&D 支出比が環境関連特許取得に与える影響の推定結果 
特許数 特許取得 特許数 特許取得
切片 -8.41** -4.744**
(2.124) (0.849)
log(環境関連R&D) 6.133** 1.264 14.66 0.17
(2.516) (1.15)
log(事業所規模) 1.447** 0.201* 3.46 0.02
(0.266) (0.115)
log(操業年数) -0.242 0.325* -0.58 0.03
(0.468) (0.186)
品質管理マネジメントシステムダミー 1.817* 0.71** 4.34 4.1
(0.937) (0.347)
海外市場ダミー -0.039 0.16 -0.09 0.28
(0.53) (0.246)
競合他社ダミー 1.375** 0.019 3.29 0.05
(0.578) (0.224)
環境規制(製造技術)ダミー 1.004* 0.124 2.4 0.28
(0.583) (0.238)
環境規制（環境パフォーマンス）ダミー 0.132 -0.003 0.32 -0.02
(0.552) (0.251)































含めている。また、(3)では表 3.2 のトービットモデルの推定結果から、環境関連 R&D 支出
比の予測値を計算し、説明変数として加えている。 














果から環境関連 R&D 支出を内生変数として仮定する必要はなく、環境関連 R&D 支出比を
外生変数としている(1)の結果が主な結果となる。 












表 3.6 内生性を考慮した環境関連 R&D 支出比が環境関連特許取得に与える影響の推定結果 
特許数 特許取得 特許数 特許取得 特許数 特許取得
切片 -8.41** -4.744** -6.126** -4.703*** -1.918 -5.139*
(2.124) (0.849) (2.923) (1.095) (7.032) (2.651)
log(環境関連R&D) 6.133** 1.264 37.623 2.041
(2.516) (1.15) (31.378) (13.133)
log(事業所規模) 1.447** 0.201* 1.070** 0.192 0.794 0.226
(0.266) (0.115) (0.433) (0.184) (0.496) (0.21)
log(操業年数) -0.242 0.325* -0.345 0.324* 0.049 0.347*
(0.468) (0.186) (0.468) (0.188) (0.468) (0.192)
品質管理マネジメントシステムダミー 1.817* 0.71** 1.595* 0.706** 1.668 0.739*
(0.937) (0.347) (0.950) (0.352) (1.036) (0.387)
海外市場ダミー -0.039 0.16 -0.277 0.156 -0.307 0.191
(0.53) (0.246) (0.599) (0.255) (0.646) (0.27)
競合他社ダミー 1.375** 0.019 0.69 0.012 0.491 0.047
(0.578) (0.224) (0.670) (0.253) (0.722) (0.146)
環境規制(製造技術)ダミー 1.004* 0.124 0.812 0.122 0.722 0.146
(0.583) (0.238) (0.580) (0.242) (0.683) (0.244)
環境規制 0.132 -0.003 -0.016 -0.009 -0.821 0.036
（環境パフォーマンス）ダミー (0.552) (0.251) (0.569) (0.271) (0.683) (0.32)
環境規制(課税)ダミー -0.098 0.096 0.023 0.098 0.68 0.075
(0.597) (0.235) (0.601) (0.239) (0.66) (0.251)
残差（log(環境R&D支出)）
予測（log(環境R&D支出)） -32.607 -0.781 6.83 -0.35
(32.331) (13.152) (6.454) (2.48)
産業分類ダミー
観測数 910 910 910

















その結果として、第一に ISO14001 の取得が早い企業ほど環境関連 R&D 支出への投資
を行う傾向にあることが明らかにされた。これは Inoue ら(2013)と同様の結果を示してい




Inoue ら(2013) や Demirel and Kesidou(2011)、Rennings ら(2006)の先行研究では、EMS















表 Appendix 3.1 環境関連 R&D 支出比が環境関連特許取得に与える影響の推定結果（補助金・税制優遇ダミー含む） 
特許数 特許取得 特許数 特許取得 特許数 特許取得 特許数 特許取得 特許数 特許取得 特許数 特許取得 特許数 特許取得
切片 -8.436*** -4.740*** -8.449*** -4.744*** -8.539*** -4.740*** -8.538*** -4.746*** -8.451*** -4.741*** -8.476*** -4.744*** -8.495*** -4.743***
(2.215) (0.849) (2.210) (0.850) (2.169) (0.849) (2.165) (0.850) (2.105) (0.849) (2.116) (0.848) (2.105) (0.849)
log(環境関連R&D) 6.124** 1.267 6.056** 1.244 5.997** 1.267 5.955** 1.248 6.055** 1.246 5.996** 1.263 5.963** 4.251
(2.523) (1.151) (2.490) (1.149) (2.438) (1.150) (2.422) (1.149) (2.469) (1.149) (2.442) (1.149) (2.422) (1.148)
log(事業所規模) 1.443*** 0.201* 1.439*** 0.201* 1.443*** 0.201* 1.441*** 0.205* 1.439*** 0.201* 1.459*** 0.2* 1.452*** 0.205*
(0.290) (0.115) (0.289) (0.115) (0.289) (0.111) (0.288) (0.111) (0.260) (0.115) (0.261) (0.111) (0.252) (0.111)
log(操業年数) -0.233 0.325* -0.228 0.329* -0.198 0.325* -0.198 0.329* -0.227 0.329* -0.217 0.325* -0.211 0.329*
(0.510) (0.186) (0.504) (0.186) (0.482) (0.186) (0.479) (0.186) (0.456) (0.186) (0.457) (0.186) (0.451) (0.186)
品質管理マネジメントシステムダミー 1.832** 0.708** 1.811* 0.711** 1.839* 0.708** 1.820* 0.710** 1.812* 0.710** 1.790* 0.710** 1.790* 0.709**
(1.004) (0.348) (0.997) (0.348) (0.999) (0.348) (0.990) (0.347) (0.933) (0.347) (0.929) (0.347) (0.927) (0.347)
海外市場ダミー -0.034 0.158 -0.03 0.17 -0.02 0.158 -0.018 0.169 -0.03 0.17 -0.034 0.16 -0.028 0.169
(0.544) (0.247) (0.545) (0.245) (0.539) (0.247) (0.539) (0.245) (0.527) (0.245) (0.528) (0.246) (0.525) (0.245)
競合他社ダミー 1.380** 0.02 1.383** 0.02 1.376** 0.02 1.378** 0.019 1.383** 0.021 1.360** 0.02 1.367** 0.019
(0.589) (0.224) (0.584) (0.224) (0.590) (0.224) (0.585) (0.224) (0.572) (0.224) (0.573) (0.224) (0.567) (0.224)
環境規制(製造技術)ダミー 1.002* 0.127 0.988* 0.137 1.025* 0.127 1.012* 0.142 0.988* 0.14 1.039* 0.124 1.024* 0.146
(0.586) (0.240) (0.578) (0.239) (0.572) (0.238) (0.562) (0.235) (0.572) (0.235) (0.561) (0.236) (0.541) (0.230)
環境規制(環境パフォーマンス)ダミー 0.124 -0.001 0.108 0.026 0.107 0.029
(0.594) (0.252) (0.584) (0.243) (0.529) (0.239)
環境規制(課税)ダミー -0.104 0.104 -0.084 0.104 -0.058 0.095
(0.616) (0.253) (0.604) (0.243) (0.568) (0.223)
補助金・税制優遇ダミー 0.028 -0.022 -0.002 0.015 0.08 -0.022 0.049 0.019




括弧内は標準誤差, p<0.01:***, p<0.05:**, p<0.1:*
910
-732.7 -732.8 -732.7 -732.8 -732.8 -732.8 -732.8
910 910 910 910 910 910
(7)
YES YES YES YES YES YES YES




表 Appendix 3.2 内生性を考慮した環境関連 R&D 支出比が環境関連特許取得に与える影響の推定結果（補助金・税制優遇ダミー含む）  
特許数 特許取得 特許数 特許取得 特許数 特許取得 特許数 特許取得 特許数 特許取得 特許数 特許取得 特許数 特許取得
切片 -5.774** -4.651 -6.088** -4.700*** -6.124** -4.575*** -6.315** -4.615*** -6.254** -4.720*** -6.438** -4.602*** -6.488** -4.609***
(2.843) (1.084) (2.814) (1.090) (2.763) (1.084) (2.745) (1.088) (2.876) (1.096) (2.851) (1.094) (2.834) (1.095)
log(環境関連R&D) 46.835 2.947 42.466 2.058 40.776 4.239 38.391 3.605 36.652 1.634 33.012 3.824 32.618 3.656
(32.066) (12.777) (31.976) (12.712) (29.342) (12.241) (29.350) (12.249) (31.136) (12.980) (28.887) (12.552) (28.709) (12.529)
log(事業所規模) 0.915* 0.183 0.959** 0.192 0.944** 0.165 0.978** 0.176 1.071** 0.197 1.1** 0.169 1.103*** 0.176
(0.474) (0.181) (0.476) (0.181) (0.476) (0.184) (0.474) (0.183) (0.429) (0.184) (0.436) (0.188) (0.426) (0.187)
log(操業年数) -0.278 0.322* -0.254 0.328* -0.234 0.319* -0.225 0.325* -0.318 0.329* -0.295 0.320* -0.288 0.324*
(0.491) (0.188) (0.486) (0.187) (0.467) (0.188) (0.463) (0.188) (0.456) (0.188) (0.455) (0.188) (0.451) (0.188)
品質管理マネジメントシステムダミー 1.694* 0.700** 1.717 0.708** 1.778* 0.696** 1.768* 0.701** 1.628* 0.708** 1.644* 0.700** 1.652* 0.700**
(0.975) (0.353) (0.955) (0.352) (0.962) (0.351) (0.947) (0.351) (0.934) (0.352) (0.923) (0.351) (0.920) (0.350)
海外市場ダミー -0.314 0.15 -0.243 0.166 -0.205 0.144 -0.178 0.159 -0.245 0.168 -0.193 0.149 -0.185 0.158
(0.604) (0.256) (0.597) (0.253) (0.574) (0.253) (0.574) (0.252) (0.591) (0.252) (0.567) (0.252) (0.566) (0.251)
競合他社ダミー 0.901 0.005 0.945 0.013 0.955 -0.006 0.98 -0.002 0.977 0.017 0.992 -0.003 1 -0.002
(0.654) (0.251) (0.657) (0.251) (0.643) (0.247) (0.645) (0.247) (0.667) (0.253) (0.655) (0.249) (0.654) (0.249)
環境規制(製造技術)ダミー 0.743 0.123 0.73 0.136 0.732 0.116 0.729 0.134 0.795 0.139 0.83 0.112 0.826 0.136
(0.580) (0.242) (0.576) (0.240) (0.577) (0.242) (0.571) (0.239) (0.567) (0.238) (0.566) (0.243) (0.541) (0.237)
環境規制(環境パフォーマンス)ダミー -0.128 -0.014 -0.07 0.022 0.006 0.027
(0.614) (0.269) (0.590) (0.253) (0.527) (0.253)
環境規制(課税)ダミー 0.051 0.113 -0.023 0.112 0.003 0.097
(0.612) (0.261) (0.588) (0.246) (0.553) (0.223)
補助金・税制優遇ダミー 0.128 -0.03 0.132 0.012 0.153 -0.037 0.137 0.009
(0.677) (0.242) (0.654) (0.220) (0.634) (0.242) (0.587) (0.220)
残差(log(環境関連R&D)) -42.386 -1.689 -37.846 -0.818 -36.36 -2.993 -33.862 -2.371 -31.647 -0.39 -28.142 -2.576 -27.736 -2.419




括弧内は標準誤差, p<0.01:***, p<0.05:**, p<0.1:*
(7)(6)(5)(4)(3)(1)
YES YES YES YES
(2)
YES YES





























Mendelshon ら(1994)や Schlenker and Roberts(2009)、Deschênes and Greenstone(2007)、
Feng ら(2010)、岡本(1994)、Kim ら(2000)など先行研究は、気象条件が作物収量、あるい
は、品質の一方に与える影響について分析してきた。しかし、収量と品質の両方への気象条






























 以下、本稿の構成は次の通りである。まず第 2 節では、先行研究と背景として、日本にお
ける気候変動が農業へ与える影響に関する研究をまとめる。その後、日本の米の品質を決定
する等級制度について解説し、その品質を低下させる要因である病虫害の研究蓄積を整理
する。第 3 節では分析に用いる推定方法を、第 4 節では用いるデータを紹介する。第 5 節
では、推定結果をみて、収量や等級に対して気温や病虫害被害がどのように影響を与えてい



















タ 分 析 に よ る 気 候 変 動 の 研 究 は 近 年 数 多 く あ り 、 Schlenker and Lobell(2010) 、













































𝒚𝒊𝒕 = 𝜶𝟎 + [𝒇𝟎𝒄(𝒉𝒄𝒊𝒕) + 𝒘𝒄𝒊𝒕𝜹𝟎𝒄]
𝒄
+ 𝝀 𝒑𝒆𝒔𝒕𝒔𝒊𝒕
+𝜽𝒊 + 𝝉𝒕 + 𝒖𝒊𝒕                       (𝟏)
 
 




𝟏(𝑰𝒊𝒕)] + 𝝁𝒊 + 𝝍𝒕 + 𝒗𝒊𝒕                   (𝟐)
 
 
上の式の y は各都道府県の米の収量（kg/10a）、s は検査された米の等級シェア（％）であ
る。i は各都道府県を、t は年次、g は米の各等級、c は米の生育段階を示す。気温が作物に
与える影響は、生育段階によって異なるため、作物の生育段階を三段階に区分して、各段階
における気温を考慮した定式化を行っている。具体的には、第一段階は田植最盛期から出穂
最盛期の 3 週間前まで、第二段階は出穂最盛期の 3 週間前から出穂最盛期まで、第三段階
は出穂最盛期から刈取最盛期までとなっている。f(h)、g(h)は気温 h の関数であり、気温が
生産性や品質に与える影響を表している。w は、他の気象条件（降水量、降水量の 2 次項、




























計算したものを変数としている。たとえば、Dc21:24 は、生育段階 c の期間において、日平
均気温が 21～24℃になった日の日数を表す変数である。この結果、生育段階 c の期間にお
ける f0c 及び g0c の関数は下記のように表される。 
 
𝒇𝟎𝒄 =  𝜸𝒄𝟗:𝟏𝟐𝑫𝒄𝟗:𝟏𝟐 + 𝜸𝒄𝟏𝟐:𝟏𝟓𝑫𝒄𝟏𝟐:𝟏𝟓 + ⋯ + 𝜸𝒄𝟑𝟎:𝟑𝟑𝑫𝒄𝟑𝟎:𝟑𝟑 + 𝜸𝒄𝟑𝟒𝒐𝒗𝒆𝒓𝑫𝒄𝟑𝟒𝒐𝒗𝒆𝒓   (𝟑) 
 
𝒈𝟎𝒄 = 𝝃𝒄𝟗:𝟏𝟐𝑫𝒄𝟗:𝟏𝟐 + 𝝃𝒄𝟏𝟐:𝟏𝟓𝑫𝒄𝟏𝟐:𝟏𝟓 + ⋯ + 𝝃𝒄𝟑𝟎:𝟑𝟑𝑫𝒄𝟑𝟎:𝟑𝟑 + 𝝃𝒄𝟑𝟒𝒐𝒗𝒆𝒓𝑫𝒄𝟑𝟒𝒐𝒗𝒆𝒓      (𝟒) 
 








𝑝𝑒𝑠𝑡𝑠 = 𝜌𝑋 + 𝚯𝒊 + 𝚻𝒕 + 𝜖   (5) 
 
bugs は(1)、(2)と同じカメムシ被害率やウンカ被害率、いもち病被害率、X は各都道府県の










































表 4.1 基本統計量 
変数 観測数 平均 標準偏差 最小 最大
収量(kg/10a) 470 512.868 48.255 293.22 634.1
等級比率 1等米比率 470 63.489 26.774 0 98
等級検査率 470 0.472 0.201 0.027 0.924
生育段階 第一段階 気温（日平均気温） 460 22.641 2.314 16.239 27.124
降水量（mm/日） 460 6.757 3.822 1.468 26.132
日照時間（時間/日） 460 4.154 0.973 1.843 7.512
強風日（日） 460 0.034 0.027 0 0.191
第二段階 気温（日平均気温） 470 24.275 3.289 8.935 29.864
降水量（mm/日） 470 4.836 3.249 0.221 17.904
日照時間（時間/日） 470 4.68 1.335 0.873 8.666
強風日（日） 470 0.023 0.028 0 0.161
第三段階 気温（日平均気温） 470 21.691 3.646 14.032 28.67
降水量（mm/日） 470 5.759 2.708 0.792 23.99
日照時間（時間/日） 470 4.376 0.892 1.691 8.312
強風日（日） 470 0.037 0.026 0 0.169
5月平均気温 470 17.693 2.092 9.758 26.361
6月平均気温 470 21.177 1.794 14.725 28.994
7月平均気温 470 25.405 1.621 18.437 29.935
8月平均気温 470 26.186 1.686 19.59 30.143
9月平均気温 470 22.411 1.992 15.523 29.118
10月平均気温 470 16.895 2.493 8.444 27.568
病害虫 作付面積あたりカメムシ被害率 470 0.082 0.077 0 0.529
作付面積あたりウンカ被害率 470 0.068 0.085 0 0.596





は 2008 年から 2017 年の 47 都道府県である。気温、病虫害被害に関してデータが一部欠損
値となっているため、不完全なパネルデータである。分析期間の平均収量は 10a あたり約








について水稲作付面積のうち、カメムシが 8%程度、ウンカが 6%程度、いもち病が 20%程
度被害を与えていることがわかる。 
 また、図 4.1 から図 4.6 では各生育段階別都道府県別平均気温と都道府県別病害虫被害率
を示している。都道府県ごとに生育期間の暦上の月日が異なることもあり、平均気温に地域
差がみられる。図 4.1 より、生育期間の第一段階では北海道や東北ではおよそ 20℃だが、
近畿や中国、四国ではそれよりも高く、九州ではこの期間の平均気温が 25℃を超えている
















図 4.1 都道府県別平均気温（生育期間第一段階） 
 
 




図 4.3 都道府県別平均気温（生育期間第三段階） 
 
 




図 4.5 都道府県別ウンカ類被害率 
 














































 9-12(第一段階) -0.355 (0.758) -0.364 (0.757)
 12-15(第一段階) 0.505 (0.511) 0.506 (0.511)
 15-18(第一段階) -0.504 (0.434) -0.506 (0.434)
 18-21(第一段階) -0.476 (0.455) -0.476 (0.454)
 21-24(第一段階) -0.571 (0.491) -0.585 (0.49)
 24-27(第一段階) -0.882* (0.518) -0.903* (0.516)
 27-30(第一段階) -0.904* (0.54) -0.928* (0.537)
 30-33(第一段階) -5.039*** (1.461) -5.208*** (1.425)
 15-18(第二段階) -5.812*** (1.584) -5.851*** (1.581)
 18-21(第二段階) -1.618*** (0.576) -1.641*** (0.574)
 21-24(第二段階) -0.075 (0.266) -0.082 (0.265)
 24-27(第二段階)
 27-30(第二段階) 0.221 (0.188) 0.221 (0.188)
 30-33(第二段階) -1.133 (0.775) -1.102 (0.772)
 9-12(第三段階) -2.553* (1.369) -2.518* (1.366)
 12-15(第三段階) -1.201* (0.632) -1.188* (0.631)
 15-18(第三段階) 0.11 (0.379) 0.118 (0.378)
 18-21(第三段階) 0.101 (0.34) 0.104 (0.34)
 21-24(第三段階) 0.125 (0.358) 0.14 (0.356)
 24-27(第三段階) 0.242 (0.372) 0.244 (0.372)
 27-30(第三段階) 0.42 (0.421) 0.422 (0.421)
 30-33(第三段階) -1.74** (0.874) -1.735** (0.873)
カメムシ被害率 45.848 (32.379) 31.260* (17.366)
ウンカ被害率 -53.143*** (12.65) -52.895*** (12.629)

























次に、表 4.3 の品質に与える影響を見てみよう。表 4.2 同様に、(1)が収量に関して病害
虫変数のなかでカメムシについて種の違いを考慮したモデル、(2)がカメムシ被害率につい
て種の違いを考慮しないモデルである。1 等米比率に関して、田植期から穂形成期までの第


















７ 病害虫変数の有無による係数の違いについては Appendix 参照 
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 9-12(第一段階) 0.313 (0.572) 0.292 (0.576)
 12-15(第一段階) -0.429 (0.386) -0.445 (0.389)
 15-18(第一段階) -0.544* (0.329) -0.48 (0.331)
 18-21(第一段階) -0.744** (0.345) -0.640* (0.347)
 21-24(第一段階) -0.974*** (0.371) -0.913** (0.374)
 24-27(第一段階) -0.796** (0.391) -0.742* (0.393)
 27-30(第一段階) -0.932** (0.406) -0.929** (0.41)
 30-33(第一段階) -1.103 (1.091) -1.535 (1.085)
 15-18(第二段階) -0.26 (1.194) -0.307 (1.204)
 18-21(第二段階) 0.462 (0.434) 0.39 (0.437)
 21-24(第二段階) 0.221 (0.201) 0.214 (0.202)
 24-27(第二段階)
 27-30(第二段階) -0.12 (0.142) -0.124 (0.143)
 30-33(第二段階) -1.94*** (0.586) -1.938*** (0.588)
 9-12(第三段階) -1.003 (1.033) -0.886 (1.04)
 12-15(第三段階) 0.45 (0.478) 0.52 (0.481)
 15-18(第三段階) 0.132 (0.286) 0.173 (0.288)
 18-21(第三段階) -0.144 (0.257) -0.11 (0.259)
 21-24(第三段階) -0.123 (0.271) -0.045 (0.272)
 24-27(第三段階) -0.178 (0.282) -0.125 (0.284)
 27-30(第三段階) -0.675** (0.319) -0.621* (0.321)
 30-33(第三段階) -2.819*** (0.664) -2.694*** (0.669)
カメムシ被害率 12.714 (19.702) -16.594 (13.452)
ウンカ被害率 3.398 (9.557) 3.26 (9.619)
いもち病被害率 -3.993 (6.197) -5.776 (6.213)
カメムシ被害率× -58.236** (26.24)
ミナミアオカメムシダミー

































 表 4.2、表 4.3 の(1)の推定結果を用いて、将来的に 2010 年基準で 2050 年までに日本に
変数
5月平均気温 0.002 (0.005) 0.011* (0.007) -0.023** (0.010)
6月平均気温 0.008* (0.004) -0.021*** (0.006) 0.002 (0.009)
7月平均気温 0.003 (0.004) 0.022*** (0.006) -0.022** (0.009)
8月平均気温 0.007* (0.004) 0.001 (0.006) -0.023*** (0.008)
9月平均気温 0.003 (0.004) 0.001 (0.005) -0.015* (0.008)























温上昇の直接・間接的な影響は北海道では約 5.6%の増収、関東以南では約 4.7%から 7.2%
の減収となる。 
 




研究開発機構の共同研究により開発された気候モデル MIROC5 によって、RCP8.5 シナリ
オ下における将来気温のシミュレーション結果から、日本全体の 2050 年における気温上








 図 4.8 は図 4.7 同様気温が 2.1℃上昇したときに、1 等米比率に与える影響を計算したも
のである。収量と異なり、すべての都道府県においてマイナスの効果が上回っているため、
地域差はあるものの、気温上昇による水稲の品質低下は日本全体で発生すると考えられる。










収量に関して気温の直接的な影響は北海道では 24kg/10a の増収、九州では 41kg/10a の減
収に対して、病害虫発生による影響は多くの地方で平均 4kg/10a の増収となる。これは、冷
夏の影響によるいもち病が減少することが大きな要因となっている。品質については、直接






















































 9-12(第一段階) -0.355 (0.758) -0.826 (0.784)
 12-15(第一段階) 0.505 (0.511) 0.472 (0.53)
 15-18(第一段階) -0.504 (0.434) -0.703 (0.448)
 18-21(第一段階) -0.476 (0.455) -0.67 (0.471)
 21-24(第一段階) -0.571 (0.491) -0.647 (0.51)
 24-27(第一段階) -0.882* (0.518) -0.945* (0.538)
 27-30(第一段階) -0.904* (0.54) -1.120** (0.557)
 30-33(第一段階) -5.039*** (1.461) -5.400*** (1.484)
 15-18(第二段階) -5.812*** (1.584) -6.018*** (1.648)
 18-21(第二段階) -1.618*** (0.576) -1.518** (0.595)
 21-24(第二段階) -0.075 (0.266) -0.04 (0.276)
 24-27(第二段階)
 27-30(第二段階) 0.221 (0.188) 0.2 (0.192)
 30-33(第二段階) -1.133 (0.775) -1.018 (0.8)
 9-12(第三段階) -2.553* (1.369) -2.817** (1.412)
 12-15(第三段階) -1.201* (0.632) -1.386** (0.658)
 15-18(第三段階) 0.11 (0.379) 0.033 (0.394)
 18-21(第三段階) 0.101 (0.34) 0.049 (0.355)
 21-24(第三段階) 0.125 (0.358) -0.021 (0.371)
 24-27(第三段階) 0.242 (0.372) 0.181 (0.387)
 27-30(第三段階) 0.42 (0.421) 0.468 (0.438)

























表 Appendix 4.2 気温が水稲の品質に与える影響の推定結果 
変数
気温
 9-12(第一段階) 0.341 (0.573) 0.397 (0.571)
 12-15(第一段階) -0.455 (0.386) -0.382 (0.386)
 15-18(第一段階) -0.509 (0.329) -0.433 (0.326)
 18-21(第一段階) -0.685** (0.345) -0.618* (0.343)
 21-24(第一段階) -0.914** (0.372) -0.892** (0.371)
 24-27(第一段階) -0.721* (0.392) -0.724* (0.392)
 27-30(第一段階) -0.877** (0.408) -0.880** (0.405)
 30-33(第一段階) -1.005 (1.105) -1.403 (1.079)
 15-18(第二段階) -0.197 (1.197) -0.393 (1.198)
 18-21(第二段階) 0.476 (0.436) 0.342 (0.433)
 21-24(第二段階) 0.213 (0.201) 0.184 (0.201)
 24-27(第二段階)
 27-30(第二段階) -0.108 (0.142) -0.096 (0.14)
 30-33(第二段階) -1.944*** (0.588) -1.866*** (0.584)
 9-12(第三段階) -0.993 (1.034) -0.806 (1.027)
 12-15(第三段階) 0.451 (0.478) 0.489 (0.478)
 15-18(第三段階) 0.134 (0.286) 0.161 (0.286)
 18-21(第三段階) -0.142 (0.258) -0.141 (0.258)
 21-24(第三段階) -0.128 (0.272) -0.072 (0.271)
 24-27(第三段階) -0.176 (0.282) -0.142 (0.283)
 27-30(第三段階) -0.678** (0.32) -0.643** (0.32)
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